
報告・協議３

公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の結果について

 このことについて、別紙のとおり報告します。

  令和７年 12月 24日

            広島県教育委員会教育長 篠 田 智 志
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公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の 

結果について 

 

１ 要旨 

 文部科学省が「公立学校施設の耐震改修状況フォローアップ調査の結果」を

公表したことを受け、本県の状況を取りまとめた。 

（調査時点：令和７年４月１日現在） 

２ 校舎などの構造体の耐震化（非木造建物） 

（１）学校種別の耐震化率 

〇 公立小中学校の校舎などの耐震化率は100％となり、前年度（99.9％）から

0.1ポイント上昇（全国平均99.9％（前年度99.9％から変更なし） 

全都道府県中１位（前年度：31位） 

〇 公立幼稚園の園舎などの耐震化率は87.8％となり、全棟数が減ったた

め、前年度(89.8％)から２ポイント低下(全国平均98.8％(前年度98.5％か

ら0.3ポイント上昇) 

全都道府県中44位（前年度：47位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：棟，％）

学校種別 今年度調査結果 前年度調査結果 差引
（令和７年４月１日現在） （令和６年４月１日現在）

全棟数 耐震性が 耐震化率 【参考】 【参考】 耐震化率 【参考】 【参考】

ない棟数 全国平均 順位 全国平均 順位

A B C((A-B)/A) D C-D

2,212 0 100.0 99.9 1 99.9 99.9 31 0.1 

うち県立学校 3 0 100.0 － － 100.0 － － 0.0 

幼稚園 41 5 87.8 98.8 44 89.8 98.5 47 ▲2.0 

高等学校 984 0 100.0 99.9 1 100.0 99.7 1 0.0 

うち県立学校 933 0 100.0 － － 100.0 － － 0.0 

特別支援学校 138 0 100.0 100.0 1 100.0 100.0 1 0.0 

うち県立学校 133 0 100.0 － － 100.0 － － 0.0 

3,375 5 99.9 － － 99.8 － － 0.1 

小中学校

合　計
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（２）耐震化が未完了（幼稚園）の市の耐震化率 

○  公立幼稚園の耐震化が完了しているのは、22市町 

○  公立幼稚園の耐震化が未完了なのは、１市（福山市） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）耐震化が未完了（幼稚園）の市の状況 

市町名 

令和８年４月１日 

時点の見込み 

（令和７年４月１日実績） 
完了予定 

年度 
設置者の方針 

耐震性が

ない棟数 
耐震化率 

福山市 
３棟 

（５棟） 

75.0％ 

（58.3％） 
Ｒ８年度 

認定こども園創設に伴い、 

１園２棟は、令和７年度中に他園への一時移転により

未使用化 

２園３棟は、令和８年度末に他園への一時移転により

未使用化 

 

  

（単位：棟，％）

市町名 全棟数 耐震性が 耐震性が 耐震化率 （前年度） 耐震化完了予定年度

ある棟数 ない棟数 （耐震化完了年度）

A B A-B C(B/A)

福山市 12 7 5 58.3 (58.3) Ｒ８年度

全国 2,359 2,331 28 98.8 (98.5) －



 

- 3 - 

３ 屋内運動場等の吊り天井等※1の落下防止対策 

○  公立小中学校の吊り天井を有する建物８棟のうち、落下防止対策を実施

済みの棟数は６棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 屋内運動場等の吊り天井等以外の非構造部材※の耐震点検・耐震対策 

○  公立小中学校668校のうち、屋内運動場等の吊り天井等以外の非構造部材
※の耐震点検を実施している学校数は668校（耐震点検実施率：100.0％） 

○  公立小中学校668校のうち、屋内運動場等の吊り天井等以外の非構造部材
※の点検の結果、対策の必要がなかった又は対策実施済みの学校数は352校

（耐震対策実施率：52.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（単位：棟）

学校種別 全棟数

 吊り天井※2を有する棟数

対策実施済み※3

の棟数

小中学校 724 8 6 716 

うち県立学校 1 0 0 1 

幼稚園 1 0 0 1 

高等学校 192 11 11 181 

うち県立学校 166 4 4 162 

特別支援学校 20 1 0 19 

うち県立学校 18 0 0 18 

合　計 937 20 17 917 

※1 　屋内運動場等(屋内体育館，武道場，講堂，屋内プール)の吊り天井，照明器具，バスケットゴール

※2 　屋内運動場等のうち，高さが６ｍを超える天井又は水平投影面積が200㎡を超える天井

※3 　吊り天井，照明器具，バスケットゴールの全てに対して、補強・再配置などの対策を実施済を実施した又は耐震点検の結果、

　すでに対策が実施されていた棟数

 吊り天井※2を有し
ていない棟数

（単位：校，％）

学校種別 全学校数 耐震点検状況 耐震対策状況

耐震点検 耐震点検 耐震対策不要又 耐震対策

実施校数 実施率 は耐震対策実施 実施率

済みの学校数

A B B/A C C/A

小中学校 668 668 100.0 352 52.7 

うち県立学校 3 3 100.0 3 100.0 

幼稚園 35 34 97.1 12 34.3 

高等学校 91 91 100.0 82 90.1 

うち県立学校 80 80 100.0 80 100.0 

特別支援学校 20 20 100.0 19 95.0 

うち県立学校 19 19 100.0 19 100.0 

合　計 814 813 99.9 465 57.1 

※ 柱、梁、床などの構造体ではなく、天井材、窓ガラス、内装材、外装材など、構造体と区分された部材のこと。
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５ 市町に対する働きかけ 

（１） これまでの取組 

○  市町に対する働きかけ 

・  かさ上げされた国庫補助金や拡充された地方財政措置などの積極的な

活用 

・  国の補正予算の積極的な活用 

・  訪問や書面等によるヒアリングの実施 

○  市町職員を対象とした現地研修会や文部科学省職員を招いたセミナーの

開催 

○  県の取組事例、他県の好事例等の情報提供 など 

（２） 今後の取組 

関係市町に対し、構造体の耐震化完了予定年度に向けた対策の進捗状況

を随時確認するとともに、非構造部材の耐震対策についても、働きかけて

いく。 

 

 

 

 

 

 


